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地域経済の活性化と雇用の創出・拡大を促進する決議について 

 

地域経済の活性化と雇用の創出・拡大を促進することについて、別紙のとお

り決議を行うものとする。 
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提案理由 

地域経済の活性化には、地元企業の健全な発展を支援し、雇用の確保を図る

ことが重要であるため、日本下水道事業団等への工事委託を含めた市発注工事

において、市内企業への優先発注や下請業者としての優先的活用について強く

求めるため、決議するものであります。 
 



地域経済の活性化と雇用の創出・拡大を促進する決議 
 
 我が国経済は、「大胆な金融緩和」、「機動的な財政政策」等の経済政策により、

企業の業績改善や個人消費の持ち直しが見られ、景気は緩やかな回復傾向にあ

ると言われているが、景気回復の実感は中小企業や小規模事業者、地域経済に

はいまだ十分浸透しておらず、中小企業等は依然として厳しい経営状態にある。 
 地域経済の活性化には、地域における企業の生産や投資が消費の拡大につな

がり、新たな投資や雇用の創出・拡大に結びつく経済の好循環の実現が必要で

あり、そのためには地域経済の中心的役割を担う、地元企業の健全な発展を支

援することが重要である。 
 また、地域経済を活性化し、雇用の創出・拡大を促進することは、市民生活

の安定や市政の健全な発展につながると確信するものである。 
さらに、平成 23 年３月の東日本大震災で見られたように、被災に対する緊急

対応・復旧活動においては地元事業者が大きく貢献するとともに、即応できる

のも地元事業者である。 

 よって、本市議会は、本市経済の成長に主体的な役割を担う市内企業の健全

な発展、市内における雇用の確保、内需主導型の経済成長等の見地から、日本

下水道事業団等への工事委託を含めた市発注工事においては、市内に本店を有

し、施工体制を備えた市内企業への優先発注や下請業者として市内企業の優先

的活用について強く求めるものである。 
 以上、決議する。 
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